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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に、
　正のパワーを有し両凸形状をなす第１レンズと、
　負のパワーを有する第２レンズと、
　像側の面が凸面で正のパワーを有する第３レンズと、
　物体側の面が光軸近傍において凹面または平面であり、負のパワーを有する第４レンズ
と
　からなり、
　かつ以下の条件式を満足するように構成されている
　ことを特徴とする撮像レンズ。
　０．２８＜｜ｆ４／ｆ｜≦０．４８６ ……（１′）
　０.６６９≦ｆ１／ｆ＜１．１０ ……（２′）
　１．０５６≦｜ｆ２／ｆ｜＜３ ……（３′）
ただし、
　ｆ：全体の焦点距離
　ｆ４：第４レンズの焦点距離
　ｆ１：第１レンズの焦点距離
　ｆ２：第２レンズの焦点距離
とする。
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【請求項２】
　さらに以下の条件式を満足する
　ことを特徴とする請求項１に記載の撮像レンズ。
　０．２＜ｆ３／ｆ＜１．５ ……（４）
ただし、
　ｆ３：第３レンズの焦点距離
とする。
【請求項３】
　さらに以下の条件式を満足する
　ことを特徴とする請求項１または２に記載の撮像レンズ。
　２０＜ν１－ν２ ……（５）
ただし、
　ν１：第１レンズのｄ線に対するアッベ数
　ν２：第２レンズのｄ線に対するアッベ数
とする。
【請求項４】
　前記第２レンズが物体側に凸面を向けたメニスカス形状であり、
　以下の条件式を満足する
　ことを特徴とする請求項１ないし３のいずれか１項に記載の撮像レンズ。
　０．１＜Ｄ４／ｆ＜０．３ ……（６）
ただし、
　Ｄ４：第２レンズと第３レンズとの光軸上の間隔
とする。
【請求項５】
　さらに以下の条件式を満足する
　ことを特徴とする請求項１ないし４のいずれか１項に記載の撮像レンズ。
　｜Ｒ５｜＞｜Ｒ６｜ ……（７）
ただし、
　Ｒ５：第３レンズの物体側の面の曲率半径
　Ｒ６：第３レンズの像側の面の曲率半径
とする。
【請求項６】
　前記第１レンズ、前記第２レンズ、前記第３レンズ、および前記第４レンズのそれぞれ
において、少なくとも１面に非球面を含んでいる
　ことを特徴とする請求項１ないし５のいずれか１項に記載の撮像レンズ。
【請求項７】
　前記第１レンズ、前記第２レンズ、前記第３レンズ、および前記第４レンズがそれぞれ
樹脂材料で構成されている
　ことを特徴とする請求項１ないし６のいずれか１項に記載の撮像レンズ。
【請求項８】
　前記第１レンズがガラス材料で構成されている
　ことを特徴とする請求項１ないし６のいずれか１項に記載の撮像レンズ。
【請求項９】
　光軸上において、前記第１レンズにおける物体側の面頂点位置と、前記第１レンズにお
ける像側の面頂点位置との間に絞りが配置されている
　ことを特徴とする請求項１ないし８のいずれか１項に記載の撮像レンズ。
【請求項１０】
　前記絞りは、光軸上において、前記第１レンズにおける物体側の面頂点位置と、前記第
１レンズにおける物体側の面の端縁位置との間に配置されている
　ことを特徴とする請求項９に記載の撮像レンズ。
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【請求項１１】
　請求項１ないし１０のいずれか１項に記載の撮像レンズと、
　前記撮像レンズによって形成された光学像に応じた撮像信号を出力する撮像素子と
　を備えたことを特徴とするカメラモジュール。
【請求項１２】
　請求項１１に記載のカメラモジュールを備えたことを特徴とする撮像機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＣＣＤ（Charge Coupled Device）やＣＭＯＳ（Complementary Metal Oxide
 Semiconductor）等の撮像素子上に被写体の光学像を結像させる撮像レンズ、およびその
撮像レンズにより形成された光学像を撮像信号に変換するカメラモジュール、ならびにそ
の撮像レンズを搭載して撮影を行うデジタルスチルカメラやカメラ付き携帯電話機および
情報携帯端末（ＰＤＡ：Personal Digital Assistance）等の撮像機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、パーソナルコンピュータの一般家庭等への普及に伴い、撮影した風景や人物像等
の画像情報をパーソナルコンピュータに入力することができるデジタルスチルカメラが急
速に普及している。また、携帯電話に画像入力用のカメラモジュールが搭載されることも
多くなっている。このような撮像機能を有する機器には、ＣＣＤやＣＭＯＳなどの撮像素
子が用いられている。近年、これらの撮像素子のコンパクト化が進み、撮像機器全体なら
びにそれに搭載される撮像レンズにも、コンパクト性が要求されている。また同時に、撮
像素子の高画素化も進んでおり、撮像レンズの高解像、高性能化が要求されている。
【０００３】
　特許文献１ないし７には、３枚あるいは４枚のレンズで構成された撮像レンズが開示さ
れている。これらの文献に記載されているように、特に４枚構成の撮像レンズとしては、
物体側から順に、正、負、正、正のパワー配置とした構成や、正、負、正、負のパワー配
置とした構成が知られている。このような４枚構成の撮像レンズの場合、最も撮像側のレ
ンズは、近軸（光軸近傍）において物体側の面が凸形状であることが多い。一方で、特許
文献７の実施例５，９には、正、負、正、負のパワー配置で、最も撮像側のレンズの光軸
近傍における物体側の面形状が凹である構成が開示されている。
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－２２１６５９号公報
【特許文献２】特開２００４－３０２０５７号公報
【特許文献３】特開２００４－３４１０１３号公報
【特許文献４】特開２００５－２４５８１号公報
【特許文献５】特開２００５－２４８８９号公報
【特許文献６】特許３４２４０３０号公報
【特許文献７】特開２００７－１７９８４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述したように近年の撮像素子は、小型化および高画素化が進んでいる。特に携帯用カ
メラモジュールの撮像レンズには従来、コスト面とコンパクト性が主に要求されていたが
、最近では携帯用カメラモジュールにおいても撮像素子の高画素化が進む傾向にあり、性
能面に対する要求も高くなってきている。このため、コスト面、性能面、およびコンパク
ト性を総合的に考慮した多種多様なレンズの開発が望まれており、性能面ではデジタルカ
メラへの搭載をも視野に入れた、ローコストで高性能な撮像レンズの開発が望まれている
。上記各特許文献記載のレンズでは、例えば結像性能とコンパクト性との両立という点で
不十分なところがある。また、特許文献７には様々な種類の４枚構成の撮像レンズが開示
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されているが、個々の構成例について十分に最適化条件が検討されているとは言い難い。
【０００６】
　本発明はかかる問題点に鑑みてなされたもので、その目的は、全長の短縮化と共に高い
結像性能を実現できるようにした撮像レンズ、およびその撮像レンズを搭載して高解像の
撮像信号を得ることができるカメラモジュールならびに撮像機器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る撮像レンズは、物体側から順に、正のパワーを有し両凸形状をなす第１レ
ンズと、負のパワーを有する第２レンズと、像側の面が凸面で正のパワーを有する第３レ
ンズと、物体側の面が光軸近傍において凹面または平面であり、負のパワーを有する第４
レンズとからなり、かつ以下の条件式を満足するように構成されているものである。ただ
し、ｆは全体の焦点距離、ｆ４は第４レンズの焦点距離、ｆ１は第１レンズの焦点距離、
ｆ２は第２レンズの焦点距離とする。
　０．２８＜｜ｆ４／ｆ｜≦０．４８６……（１′）
　０.６６９≦ｆ１／ｆ＜１．１０ ……（２′）
　１．０５６≦｜ｆ２／ｆ｜＜３ ……（３′）
【０００９】
　本発明に係る撮像レンズでは、全体として４枚というレンズ構成において、各レンズの
形状およびパワーを適切に設定し、所定の条件式を満足することにより、全長の短縮化に
有利であると共に高い結像性能を得るのに有利となる。特に本発明の撮像レンズでは、最
も撮像側のレンズ（第４レンズ）の光軸近傍における物体側の面形状を凹面または平面と
しながらも、全長の短縮化と結像性能に有利な構成されている。
そして、さらに、次の好ましい構成を適宜採用して満足することで、全長の短縮化や結像
性能に関してさらに有利なものとすることができる。
【００１０】
　本発明に係る撮像レンズにおいて、以下の条件を適宜選択的に満足することが好ましい
。ただし、ｆ３は第３レンズの焦点距離とする。ν１は第１レンズのｄ線に対するアッベ
数、ν２は第２レンズのｄ線に対するアッベ数とする。Ｄ４は第２レンズと第３レンズと
の光軸上の間隔とする。Ｒ５は第３レンズの物体側の面の曲率半径、Ｒ６は第３レンズの
像側の面の曲率半径とする。
これらを適宜選択的に満足するにより、各レンズ構成がより最適化され、全長の短縮化や
結像性能により有利となる。
０．２＜ｆ３／ｆ＜１．５ ……（４）
２０＜ν１－ν２ ……（５）
０．１＜Ｄ４／ｆ＜０．３ ……（６）
｜Ｒ５｜＞｜Ｒ６｜ ……（７）
【００１１】
　また、第１レンズは両凸形状であることが好ましい。また、第２レンズは、物体側に凸
面を向けたメニスカス形状であることが好ましい。また、第１レンズ、第２レンズ、第３
レンズ、および第４レンズのそれぞれにおいて、少なくとも１面に非球面を含んでいるこ
とが好ましい。
【００１２】
　また、第１レンズ、第２レンズ、第３レンズ、および第４レンズはそれぞれ樹脂材料で
構成しても良い。これにより、製造コストの低減に有利となる。ただし、高性能化を図る
ために、例えば第１レンズをガラス材料で構成しても良い。
【００１３】
　また、本発明に係る撮像レンズは、光軸上において、第１レンズにおける物体側の面頂
点位置と、第１レンズにおける像側の面頂点位置との間に絞りが配置されていても良い。
好ましくは、より物体側、例えば光軸上において、第１レンズにおける物体側の面頂点位
置と、第１レンズにおける物体側の面の端縁位置との間に配置すると良い。
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【００１４】
　本発明によるカメラモジュールは、本発明に係る撮像レンズと、この撮像レンズによっ
て形成された光学像に応じた撮像信号を出力する撮像素子とを備えたものである。
本発明によるカメラモジュールでは、本発明の撮像レンズによる高解像の光学像に基づい
て高解像の撮像信号が得られる。また、また、本発明による撮像レンズは全長短縮化が図
られているので、撮像レンズと組み合わせたカメラモジュール全体として小型化が図られ
る。
【００１５】
　本発明による撮像機器は、本発明によるカメラモジュールを備えたものである。
　本発明による撮像機器では、本発明のカメラモジュールによって得られた高解像の光学
像に基づいて高解像の撮像信号が得られ、その撮像信号に基づいて高解像の撮影画像が得
られる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明に係る撮像レンズによれば、全体として４枚というレンズ構成において、各レン
ズの形状およびパワーを適切に設定し、所定の条件式を満足するようにしたので、全長の
短縮化と共に高い結像性能を実現できる。
【００１７】
　また、本発明のカメラモジュールによれば、全長の短縮化と共に高い結像性能を有する
上記本発明の撮像レンズによって形成された光学像に応じた撮像信号を出力するようにし
たので、モジュール全体としての小型化を図れると共に高解像の撮像信号を得ることがで
きる。
【００１８】
　また、本発明の撮像機器によれば、上記本発明のカメラモジュールを搭載するようにし
たので、カメラ部分の小型化を図れると共に高解像の撮像信号を得て、その撮像信号に基
づいて高解像の撮影画像を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。
　図２，４，５，６は、本発明に係る第２，第４，第５，第６の実施例の撮像レンズを示
している。これらの実施例は、後述の数値例（図１０，１２，１３，１４）に対応してい
る。同様にして、図１，３，７，８は、第１，第３，第７，第８の参考例の撮像レンズを
示している。これらの参考例は、後述の数値例（図９，１１，１５，１６）に対応してい
る。図１～図８において、符号Ｒｉは、最も物体側のレンズ要素の面を１番目（絞りＳｔ
を０番目）として、像側（結像側）に向かうに従い順次増加するようにして符号を付した
ｉ番目の面の曲率半径を示す。符号Ｄｉは、ｉ番目の面とｉ＋１番目の面との光軸Ｚ１上
の面間隔を示す。なお、各構成例共に基本的な構成は同じであるため、以下では、図１に
示した撮像レンズの構成例を基本にして説明し、必要に応じて図２～図８の構成例につい
ても説明する。
【００２０】
　本実施の形態に係る撮像レンズは、ＣＣＤやＣＭＯＳ等の撮像素子を用いた各種撮像機
器、特に、比較的小型の携帯端末機器、例えばデジタルスチルカメラ、カメラ付き携帯電
話機、およびＰＤＡ等に用いて好適なものである。この撮像レンズは、光軸Ｚ１に沿って
、物体側から順に、絞りＳｔと、第１レンズＧ１と、第２レンズＧ２と、第３レンズＧ３
と、第４レンズＧ４とを備えている。この撮像レンズの結像面（撮像面）Ｓimgには、Ｃ
ＣＤなどの撮像素子（図示せず）が配置される。第４レンズＧ４と結像面（撮像面）との
間には、撮像面を保護するためのカバーガラス、赤外線カットフィルタやローパスフィル
タなどの光学部材ＣＧが配置されていても良い。
【００２１】
　絞りＳｔは、光学的な開口絞りであり、最も物体側に配置されていることが好ましい。
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ここで、「最も物体側」とは、図２および図５の構成例のように光軸Ｚ１上において第１
レンズＧ１の物体側の面頂点位置に絞りＳｔが配置される場合のほか、その他の構成例の
ように第１レンズＧ１の物体側の面頂点位置と像側の面頂点位置との間に絞りＳｔが配置
される場合をも含む意味である。絞りＳｔは好ましくは、より物体側、例えば、光軸上に
おいて、第１レンズＧ１における物体側の面頂点位置と、第１レンズＧ１における物体側
の面の端縁位置Ｅ（図４参照）との間に配置すると良い。
【００２２】
　第１レンズＧ１は、正のパワーを有している。第１レンズＧ１は、光軸近傍において両
凸形状であることが好ましい。第２レンズＧ２は、負のパワーを有している。第２レンズ
Ｇ２は、物体側に凸面を向けたメニスカス形状であることが好ましい。第３レンズＧ３は
、光軸近傍において像側の面が凸面で正のパワーを有している。第３レンズＧ３の物体側
の面は、例えば光軸近傍において凹面とされている。ただし、図５の構成例のように、第
３レンズＧ３の物体側の面を光軸近傍において凸面にしても良い。
【００２３】
　第４レンズＧ４は、物体側の面が光軸近傍において凹面または平面であり、負のパワー
を有している。なお、図１～図７の構成例では第４レンズＧ４の物体側の面が光軸近傍に
おいて凹面であり、図８の構成例では平面とされている。
【００２４】
　第１レンズＧ１、第２レンズＧ２、第３レンズＧ３、および第４レンズＧ４のそれぞれ
において、少なくとも１面は非球面を含んでいることが好ましい。特に第４レンズＧ４は
、像側の面が、光軸近傍では像側に凹形状で、周辺部では像側に凸形状となる非球面であ
ることが好ましい。
【００２５】
　ここで、特に非球面形状とする場合、第２レンズＧ２、第３レンズＧ３および第４レン
ズＧ４は、第１レンズＧ１と比べて複雑な形状になりやすく、また形状も大きくなりやす
い。このため、第２レンズＧ２、第３レンズＧ３および第４レンズＧ４は、加工性や製造
コストの点ですべて樹脂材料により構成されることが好ましい。第１レンズＧ１も製造コ
ストを重視する場合には樹脂材料で構成することが好ましい。ただし、高性能化を図るた
めに第１レンズＧ１をガラス材料で構成しても良い。
【００２６】
　この撮像レンズは、以下の条件式（１），（２）のうち少なくとも一方を満足すること
が好ましい。ただし、ｆは全体の焦点距離、ｆ４は第４レンズＧ４の焦点距離、ｆ１は第
１レンズの焦点距離とする。
　０．２８＜｜ｆ４／ｆ｜＜０．６０　……（１）
　０．５０＜ｆ１／ｆ＜１．１０　……（２）
【００２７】
　また、以下の条件を適宜選択的に満足することが好ましい。ただし、ｆ２は第２レンズ
Ｇ２の焦点距離、ｆ３は第３レンズＧ３の焦点距離とする。ν１は第１レンズＧ１のｄ線
に対するアッベ数、ν２は第２レンズＧ２のｄ線に対するアッベ数とする。Ｄ４は第２レ
ンズＧ２と第３レンズＧ３との光軸上の間隔とする。Ｒ５は第３レンズＧ３の物体側の面
の曲率半径、Ｒ６は第３レンズＧ３の像側の面の曲率半径とする。
　０．５＜｜ｆ２／ｆ｜＜３　……（３）
　０．２＜ｆ３／ｆ＜１．５　……（４）
　２０＜ν１－ν２　……（５）
　０．１＜Ｄ４／ｆ＜０．３　……（６）
　｜Ｒ５｜＞｜Ｒ６｜　……（７）
【００２８】
　図２６は、本実施の形態に係る撮像レンズを組み込んだカメラモジュールの一構成例を
示している。また、図２７（Ａ），（Ｂ）は、図２６のカメラモジュールを搭載した撮像
機器の一例として、カメラ付き携帯電話機を示している。
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【００２９】
　図２７（Ａ），（Ｂ）に示したカメラ付き携帯電話機は、上部筐体２Ａと下部筐体２Ｂ
とを備え、両者が図２７（Ａ）の矢印方向に回動自在に構成されている。下部筐体２Ｂに
は、操作キー２１などが設けられている。上部筐体２Ａには、カメラ部１（図２７（Ｂ）
）および表示部２２（図２７（Ａ））などが設けられている。表示部２２は、ＬＣＤ（液
晶パネル）やＥＬ（Electro-Luminescence）パネルなどの表示パネルによって構成されて
いる。表示部２２は、折りたたみ時に内面となる側に配置されている。この表示部２２に
は、電話機能に関する各種メニュー表示のほか、カメラ部１によって撮影された画像など
を表示することが可能となっている。カメラ部１は、例えば上部筐体２Ａの裏面側に配置
されている。ただし、カメラ部１を設ける位置は、これに限定されない。
【００３０】
　カメラ部１は、本実施の形態に係るカメラモジュールを有している。このカメラモジュ
ールは、図２６に示したように、撮像レンズ２０が収納される鏡筒３と、鏡筒３を支持す
る支持基板４と、支持基板４上において撮像レンズ２０の結像面に対応する位置に設けら
れた撮像素子（図示せず）とを備えている。このカメラモジュールはまた、支持基板４上
の撮像素子に電気的に接続されたフレキシブル基板５と、フレキシブル基板５に電気的に
接続されると共に、カメラ付き携帯電話機等における端末機器本体側の信号処理回路に接
続可能に構成された外部接続端子６とを備えている。これらの構成要素は、一体的に構成
されている。
【００３１】
　図２６に示したカメラモジュールでは、撮像レンズ２０によって形成された光学像が撮
像素子によって電気的な撮像信号に変換され、その撮像信号が、フレキシブル基板５およ
び外部接続端子６を介して、撮像機器本体側の信号処理回路に出力される。ここで、この
カメラモジュールにおいて、撮像レンズ２０として本実施の形態に係る撮像レンズを用い
いることで、収差補正の十分なされた高解像の撮像信号が得られる。撮像機器本体側では
、その撮像信号に基づいて高解像の画像を生成することができる。
【００３２】
　なお、本実施の形態に係る撮像機器は、カメラ付き携帯電話機に限らず、例えばデジタ
ルスチルカメラやＰＤＡ等であっても良い。
【００３３】
　次に、以上のように構成された撮像レンズの作用および効果、特に条件式に関する作用
および効果をより詳細に説明する。
【００３４】
　本実施の形態に係る撮像レンズでは、全体として４枚のレンズ構成において、各レンズ
のパワー配置を、物体側から順に正、負、正、負とし、各レンズの面形状を適切に設定す
ると共に、所定の条件式を満足することにより、全長の短縮化に有利であると共に高い結
像性能を得るのに有利となる。特にこの撮像レンズでは、最も撮像側のレンズ（第４レン
ズＧ４）の光軸近傍における物体側の面形状を凹面または平面としながらも、全長の短縮
化と結像性能に有利な構成されている。また、第４レンズＧ４が、負のパワーを有してい
ることにより、バックフォーカスの確保に有利となる。仮に、第４レンズＧ４の正のパワ
ーが強過ぎると、十分なバックフォーカスの確保が困難となる。
【００３５】
　また、この撮像レンズでは、第１レンズＧ１、第２レンズＧ２、第３レンズＧ３および
第４レンズＧ４のそれぞれが、少なくとも１面に非球面を用いることで、収差性能の維持
により有利となる。特に、第４レンズＧ４では、第１レンズＧ１、第２レンズＧ２、およ
び第３レンズＧ３に比べて、画角ごとに光束が分離される。このため、撮像素子に最も近
い最終レンズ面である第４レンズＧ４の像側の面を、光軸近傍において像側に凹形状で周
辺部において像側に凸形状となるようにすることで、画角ごとの収差補正が適切になされ
、光束の撮像素子への入射角度が一定の角度以下に制御される。従って、結像面全域にお
ける光量むらを軽減することができると共に、像面湾曲や歪曲収差等の補正に有利となる
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。
【００３６】
　一般に、撮像レンズ系では、テレセントリック性、すなわち、撮像素子への主光線の入
射角度が光軸に対して平行に近く（撮像面における入射角度が撮像面の法線に対してゼロ
に近く）なることが好ましい。このテレセントリック性を確保するためには、絞りＳｔは
できるだけ物体側に配置されることが好ましい。一方で、絞りＳｔが第１レンズＧ１の物
体側のレンズ面からさらに物体側方向に離れた位置に配置されると、その分（絞りＳｔと
最も物体側のレンズ面との距離）が光路長として加算されてしまうため、全体構成のコン
パクト化の面で不利となる。従って、絞りＳｔを、光軸Ｚ１上において第１レンズＧ１の
物体側のレンズ面頂点位置と同じ位置に配置するか、または第１レンズＧ１の物体側の面
頂点位置と像側の面頂点位置との間に配置することにより、全長の短縮化を図りつつ、テ
レセントリック性を確保することができる。テレセントリック性の確保をより重視する場
合には、光軸上において、第１レンズＧ１における物体側の面頂点位置と、第１レンズＧ
１における物体側の面の端縁位置Ｅ（図４参照）との間に絞りＳｔを配置すれば良い、
　以下、各条件式の具体的意義について説明する。
【００３７】
　条件式（１）は、第４レンズＧ４の焦点距離ｆ４に関するもので、この数値範囲を上回
り第４レンズＧ４のパワーが小さくなると全長の短縮化が困難となる。下回ると第４レン
ズＧ４のパワーが強くなり、それを打ち消すために第３レンズＧ３のパワーも強くしなけ
ればならないため軸外性能が劣化する。
　より良好な性能を得るために、条件式（１）の数値範囲は以下の範囲であることがより
好ましい。
　０．３０＜｜ｆ４／ｆ｜＜０．５９　……（１Ａ）
【００３８】
　条件式（２）は、第１レンズＧ１の焦点距離ｆ１に関するもので、この数値範囲を下回
ると第１レンズＧ１のパワーが強くなり過ぎ球面収差の増加を招くとともにバックフォー
カスの確保が困難になる。上回ると全長の短縮化が困難となり、像面湾曲および非点収差
等の補正が困難になる。
　より良好な性能を得るために、条件式（２）の数値範囲は以下の範囲であることがより
好ましい。
　０．５０＜ｆ１／ｆ＜１．００　……（２Ａ）
【００３９】
　条件式（３）は、第２レンズＧ２の焦点距離ｆ２に関するもので、この数値範囲を下回
ると第２レンズＧ２のパワー－が強くなり過ぎて収差が増大する。上回るとパワーが小さ
くなり過ぎ、像面湾曲および非点収差等の補正が困難になる。
　より良好な性能を得るために、条件式（３）の数値範囲は以下の範囲であることがより
好ましい。
　０．７＜｜ｆ２／ｆ｜＜２．７　……（３Ａ）
【００４０】
　条件式（４）は、第３レンズＧ３の焦点距離ｆ３に関するもので、この数値範囲を下回
って第３レンズＧ３の正のパワーを強くすぎると性能が劣化し、バックフォーカスの確保
も難しくなる。上回ると正のパワーが弱くなり過ぎて、十分な収差補正が困難となる。
　より良好な性能を得るために、条件式（４）の数値範囲は以下の範囲であることがより
好ましい。
　０．３＜ｆ３／ｆ＜１．１　……（４Ａ）
【００４１】
　条件式（５）は、第１レンズＧ１および第２レンズＧ２の分散を規定するものであり、
この数値範囲を満足することにより軸上色収差の低減を図ることができる。
　より良好な性能を得るために、条件式（５）の数値範囲は以下の範囲であることがより
好ましい。
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　２０＜ν１－ν２＜３５　……（５Ａ）
【００４２】
　条件式（６）は、第２レンズＧ２および第３レンズＧ３間の間隔と全体の焦点距離ｆに
関するもので、この数値範囲を上回ると全長の短縮化が困難となり、下回ると第２レンズ
Ｇ２および第３レンズＧ３間の間隔を十分確保できない。
　より良好な性能を得るために、条件式（６）の数値範囲は以下の範囲であることがより
好ましい。
　０．１４＜Ｄ４／ｆ＜０．２５　……（６Ａ）
【００４３】
　条件式（７）は、第３レンズＧ３の曲率半径に関するもので、第１レンズＧ１および第
２レンズＧ２で発生した収差を補正するためには、物体側の面の曲率半径Ｒ５の絶対値が
、像側の面の曲率半径Ｒ６に比べて相対的に大きい方が好ましい。
【００４４】
　以上説明したように、本実施の形態に係る撮像レンズによれば、全長の短縮化と共に高
い結像性能を実現できる。また、本実施の形態に係るカメラモジュールによれば、全長の
短縮化と共に高い結像性能を有する撮像レンズによって形成された光学像に応じた撮像信
号を出力するようにしたので、モジュール全体としての小型化を図れると共に高解像の撮
像信号を得ることができる。また、本実施の形態に係る撮像機器によれば、そのカメラモ
ジュールを搭載するようにしたので、カメラ部分の小型化を図れると共に高解像の撮像信
号を得て、その撮像信号に基づいて高解像の撮影画像を得ることができる。
【実施例】
【００４５】
　次に、撮像レンズの具体的な数値例について説明する。以下では、第２，第４，第５，
第６の実施例の数値例、および第１，第３，第７，第８の参考例の数値例をまとめて説明
する。
【００４６】
　図９（Ａ），（Ｂ）は、図１に示した撮像レンズの構成に対応する具体的なレンズデー
タを示している。特に図９（Ａ）にはその基本的なレンズデータを示し、図９（Ｂ）には
非球面に関するデータを示す。図９（Ａ）に示したレンズデータにおける面番号Ｓｉの欄
には、参考例１に係る撮像レンズについて、最も物体側のレンズ要素の面を１番目（絞り
Ｓｔを０番目）として、像側に向かうに従い順次増加するようにして符号を付したｉ番目
の面の番号を示している。曲率半径Ｒｉの欄には、図１において付した符号Ｒｉに対応さ
せて、物体側からｉ番目の面の曲率半径の値（ｍｍ）を示す。面間隔Ｄｉの欄についても
、同様に物体側からｉ番目の面Ｓｉとｉ＋１番目の面Ｓｉ＋１との光軸上の間隔（ｍｍ）
を示す。Ｎｄｊの欄には、物体側からｊ番目の光学要素のｄ線（５８７．６ｎｍ）に対す
る屈折率の値を示す。νｄｊの欄には、物体側からｊ番目の光学要素のｄ線に対するアッ
ベ数の値を示す。図９（Ａ）の欄外には、諸データとして、全系の焦点距離ｆ（ｍｍ）、
Ｆナンバー（Ｆｎｏ．）の値を示す。
【００４７】
　この参考例１に係る撮像レンズは、第１レンズＧ１ないし第４レンズＧ４の両面がすべ
て非球面形状となっている。図９（Ａ）の基本レンズデータには、これらの非球面の曲率
半径として、光軸近傍の曲率半径の数値を示している。
【００４８】
　図９（Ｂ）には参考例１の撮像レンズにおける非球面データを示す。非球面データとし
て示した数値において、記号“Ｅ”は、その次に続く数値が１０を底とした“べき指数”
であることを示し、その１０を底とした指数関数で表される数値が“Ｅ”の前の数値に乗
算されることを示す。例えば、「１．０Ｅ－０２」であれば、「１．０×１０-2」である
ことを示す。
【００４９】
　非球面データとしては、以下の式（Ａ）によって表される非球面形状の式における各係
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数Ａｉ，Ｋの値を記す。Ｚは、より詳しくは、光軸から高さｈの位置にある非球面上の点
から、非球面の頂点の接平面（光軸に垂直な平面）に下ろした垂線の長さ（ｍｍ）を示す
。参考例１の撮像レンズでは、各非球面が、非球面係数Ａｉとして、第３次～第１０次の
係数Ａ３～Ａ１０を有効に用いて表されている。
【００５０】
　Ｚ＝Ｃ・ｈ2／｛１＋（１－Ｋ・Ｃ2・ｈ2）1/2｝＋ΣＡｉ・ｈi　……（Ａ）
ただし、
　Ｚ：非球面の深さ（ｍｍ）
　ｈ：光軸からレンズ面までの距離（高さ）（ｍｍ）
　Ｋ：離心率
　Ｃ：近軸曲率＝１／Ｒ
（Ｒ：近軸曲率半径）
　Ａｉ：第ｉ次（ｉは３以上の整数）の非球面係数
【００５１】
　以上の参考例１の撮像レンズと同様にして、図２に示した撮像レンズの構成に対応する
具体的なレンズデータを実施例２として、図１０（Ａ），（Ｂ）に示す。また同様にして
、図３～図８に示した撮像レンズの構成に対応する具体的なレンズデータを参考例３、実
施例４、実施例５、実施例６、参考例７、参考例８として、図１１（Ａ），（Ｂ）～図１
６（Ａ），（Ｂ）に示す。これらの実施例や参考例では、参考例１の撮像レンズと同様、
第１レンズＧ１ないし第４レンズＧ４の両面がすべて非球面形状となっている。
【００５２】
　なお、参考例３および実施例６では、第１レンズＧ１がガラス材料とされ、第２レンズ
Ｇ２ないし第４レンズＧ４は樹脂材料とされている。その他の実施例や参考例では、第１
レンズＧ１ないし第４レンズＧ４がすべて樹脂材料とされている。
【００５３】
　また、図１７には、上述の各条件式に関する値を、各実施例や参考例についてまとめた
ものを示す。図１７に示したように、第２，第４，第５，第６の実施例については、すべ
て各条件式の数値範囲内となっている。
　なお、参考のために比較例として、特許文献７（特開２００７－１７９８４号公報）の
実施例５，９の構成における各条件式に対応する値を示す。特許文献７の実施例５を比較
例１とし、実施例９を比較例２として記載している。
【００５４】
　図１８（Ａ）～図１８（Ｃ）はそれぞれ、参考例１の撮像レンズにおける球面収差、非
点収差、およびディストーション（歪曲収差）を示している。各収差図には、ｄ線（５８
７．６ｎｍ）を基準波長とした収差を示す。球面収差図には、ｇ線（波長４３５．８ｎｍ
），Ｃ線（波長６５６．３ｎｍ）についての収差も示す。非点収差図において、実線はサ
ジタル方向、破線はタンジェンシャル方向の収差を示す。Ｆｎｏ．はＦ値、ωは半画角を
示す。
【００５５】
　同様に、実施例２の撮像レンズについての諸収差を図１９（Ａ）～図１９（Ｃ）に示す
。同様にして、参考例３の撮像レンズについての諸収差を図２０（Ａ）～図２０（Ｃ）に
、実施例４の撮像レンズについての諸収差を図２１（Ａ）～図２１（Ｃ）に、実施例５の
撮像レンズについての諸収差を図２２（Ａ）～図２２（Ｃ）に、実施例６の撮像レンズに
ついての諸収差を図２３（Ａ）～図２３（Ｃ）に、参考例７の撮像レンズについての諸収
差を図２４（Ａ）～図２４（Ｃ）に、参考例８の撮像レンズについての諸収差を図２５（
Ａ）～図２５（Ｃ）に示す。
【００５６】
　以上の各数値データおよび各収差図から分かるように、各実施例について、全長の短縮
化と共に高い結像性能が実現されている。
【００５７】
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　なお、本発明は、上記実施の形態および各実施例に限定されず種々の変形実施が可能で
ある。例えば、各レンズ成分の曲率半径、面間隔および屈折率の値などは、上記各実施例
の数値例で示した値に限定されず、他の値をとり得る。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
【図１】撮像レンズの第１の構成例を示すものであり、参考例１に対応するレンズ断面図
である。
【図２】本発明の一実施の形態に係る撮像レンズの第２の構成例を示すものであり、実施
例２に対応するレンズ断面図である。
【図３】撮像レンズの第３の構成例を示すものであり、参考例３に対応するレンズ断面図
である。
【図４】本発明の一実施の形態に係る撮像レンズの第４の構成例を示すものであり、実施
例４に対応するレンズ断面図である。
【図５】本発明の一実施の形態に係る撮像レンズの第５の構成例を示すものであり、実施
例５に対応するレンズ断面図である。
【図６】本発明の一実施の形態に係る撮像レンズの第６の構成例を示すものであり、実施
例６に対応するレンズ断面図である。
【図７】撮像レンズの第７の構成例を示すものであり、参考例７に対応するレンズ断面図
である。
【図８】撮像レンズの第８の構成例を示すものであり、参考例８に対応するレンズ断面図
である。
【図９】参考例１に係る撮像レンズのレンズデータを示す図であり、（Ａ）は基本的なレ
ンズデータを示し、（Ｂ）は非球面に関するデータを示す。
【図１０】本発明の実施例２に係る撮像レンズのレンズデータを示す図であり、（Ａ）は
基本的なレンズデータを示し、（Ｂ）は非球面に関するデータを示す。
【図１１】参考例３に係る撮像レンズのレンズデータを示す図であり、（Ａ）は基本的な
レンズデータを示し、（Ｂ）は非球面に関するデータを示す。
【図１２】本発明の実施例４に係る撮像レンズのレンズデータを示す図であり、（Ａ）は
基本的なレンズデータを示し、（Ｂ）は非球面に関するデータを示す。
【図１３】本発明の実施例５に係る撮像レンズのレンズデータを示す図であり、（Ａ）は
基本的なレンズデータを示し、（Ｂ）は非球面に関するデータを示す。
【図１４】本発明の実施例６に係る撮像レンズのレンズデータを示す図であり、（Ａ）は
基本的なレンズデータを示し、（Ｂ）は非球面に関するデータを示す。
【図１５】参考例７に係る撮像レンズのレンズデータを示す図であり、（Ａ）は基本的な
レンズデータを示し、（Ｂ）は非球面に関するデータを示す。
【図１６】参考例８に係る撮像レンズのレンズデータを示す図であり、（Ａ）は基本的な
レンズデータを示し、（Ｂ）は非球面に関するデータを示す。
【図１７】条件式に関する値を各実施例や参考例についてまとめて示した図である。
【図１８】参考例１に係る撮像レンズの諸収差を示す収差図であり、（Ａ）は球面収差、
（Ｂ）は非点収差、（Ｃ）はディストーションを示す。
【図１９】本発明の実施例２に係る撮像レンズの諸収差を示す収差図であり、（Ａ）は球
面収差、（Ｂ）は非点収差、（Ｃ）はディストーションを示す。
【図２０】参考例３に係る撮像レンズの諸収差を示す収差図であり、（Ａ）は球面収差、
（Ｂ）は非点収差、（Ｃ）はディストーションを示す。
【図２１】本発明の実施例４に係る撮像レンズの諸収差を示す収差図であり、（Ａ）は球
面収差、（Ｂ）は非点収差、（Ｃ）はディストーションを示す。
【図２２】本発明の実施例５に係る撮像レンズの諸収差を示す収差図であり、（Ａ）は球
面収差、（Ｂ）は非点収差、（Ｃ）はディストーションを示す。
【図２３】本発明の実施例６に係る撮像レンズの諸収差を示す収差図であり、（Ａ）は球
面収差、（Ｂ）は非点収差、（Ｃ）はディストーションを示す。
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【図２４】参考例７に係る撮像レンズの諸収差を示す収差図であり、（Ａ）は球面収差、
（Ｂ）は非点収差、（Ｃ）はディストーションを示す。
【図２５】参考例８に係る撮像レンズの諸収差を示す収差図であり、（Ａ）は球面収差、
（Ｂ）は非点収差、（Ｃ）はディストーションを示す。
【図２６】本発明の一実施の形態に係るカメラモジュールの一構成例を示す斜視図である
。
【図２７】本発明の一実施の形態に係る撮像機器の一構成例を示す斜視図である。
【符号の説明】
【００５９】
　Ｇ１…第１レンズ、Ｇ２…第２レンズ、Ｇ３…第３レンズ、Ｇ４…第４レンズ、Ｓｔ…
開口絞り、Ｒｉ…物体側から第ｉ番目のレンズ面の曲率半径、Ｄｉ…物体側から第ｉ番目
と第ｉ＋１番目のレンズ面との面間隔、Ｚ１…光軸。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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